
自治体の行政活動と財務書類 財務書類の作成対象範囲

歳入・歳出決算と財務書類の関係【背景・目的】
◎ 地方公共団体の財政状況が厳しさを増す中で、財政の透明性をさらに高め、住民や議会
等に対する説明責任をより適切に果たすことが期待。
◎ 財政の効率化・適正化の推進や地方公共団体間の比較可能性を高めるため、総務省は平
成29年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準による財務書類」を整備し、
積極的に活用することを要請。

【効果】
◎ 発生主義の導入により、現金主義では見えにくい「減価償却費」や「退職手当引当金」
等の支出を伴わないコストを把握することが可能。
◎ 複式簿記の導入により、取引を原因と結果という２つの側面から処理することで、ス
トック情報とフロー情報の両面を把握することが可能。
◎ 関連団体の財務書類を連結することで、将来地方公共団体が負担する可能性のある債務
を把握することが可能。
◎ 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能。
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【対応】
◎ 松戸市では、平成28年度決算より、総務省からの要請に基づき、従前の「基準モデルに
よる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」に作成方法を変更・公表。
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貸借対照表（令和６年3月31日現在）

純資産変動計算書（令和５年4月1日～令和６年3月31日）

行政コスト計算書（令和５年4月1日～令和６年3月31日）

資金収支計算書（令和５年4月1日～令和６年3月31日）

決算時点において市が保有する全ての「資産」と「負債」をまと
めたストックの財政状態を表した財務書類

貸借対照表の純資産の部の1年間の変動要因を表した財務書類

1年間に提供した行政サービスのうち、資産形成につながらない
人的サービスや給付サービス等の費用を表した財務書類

1年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つ
の区分に分けて表した財務書類

一般会計等ベー
ス の 資 産 合 計 は
8,341億円、負債
合計は1,455億円、
純 資 産 合 計 は
6,886億円です。
（資産）東部小学
校屋内体育館新築
工事や松戸市営新
松戸住宅給排水管
改修工事、公営企
業への出資により
増加。
（負債）事業実施
に伴う地方債の償
還により減少。

一般会計等ベー
スでの本年度純資
産変動額は20億円
となり、本年末純
資産残高は6,886
億円となります。

一般会計等ベー
スでの純行政コス
トは1,619億円で
す。

経常費用のうち、
補助金や社会保障
給付等の移転費用
が約5割を占めてい
ます。

一般会計等ベー
スでは、経常的な
行政活動において
発生した業務活動
収支が投資活動収
支を上回りました
が 、財務活動収支
を合わせた本年度
資金収支額は△18
億円となります。

歳計外現金を加
えた本年度末現金
預金残高は、87億
円です。

また、基礎的財
政収支△6.3億円と
なります。

（注）計数は、億円未満を四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。
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（単位：億円）

一般会計等 全体 連結

【資産の部】

固定資産 8,138 9,620 9,669

有形固定資産 7,592 9,290 9,320

うち事業用資産 1,946 2,188 2,188

うちインフラ資産 5,622 6,998 7,020

無形固定資産 1 79 87

投資その他の資産 544 250 263

流動資産 203 456 472

うち現金預金 87 242 257

うち基金 107 148 148

8,341 10,075 10,141

【負債の部】

固定負債 1,289 2,643 2,654

流動負債 166 258 264

（地方債計） 1,232 1,903 1,910

1,455 2,901 2,919

【純資産の部】

6,886 7,175 7,222

8,341 10,075 10,141

純資産合計

資産合計

負債及び純資産合計

負債合計

科　　目

（単位：億円）

一般会計等 全体 連結

経常費用 (A) 1,701 3,143 3,610

業務費用 825 1,535 1,547

人件費 294 446 456

物件費等 507 777 777

その他の業務費用 24 312 314

移転費用 876 1,608 2,063

補助金等 221 1,090 1,545

社会保障給付 516 517 517

他会計への繰出金 138

その他 0 2 2

経常収益 (B) 82 686 684

純経常行政コスト (C)=(A)-(B) 1,619 2,457 2,926

臨時損失 (D) 1 3 3

臨時利益 (E) 1 1 1

純行政コスト (F)＝(C)+(D)-(E) 1,619 2,459 2,928

科　　目

(単位：億円）

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 6,866 7,186 7,232

純行政コスト（▲） ▲1,619 ▲2,459 ▲2,928

財源 1,637 2,433 2,902

税収等 1,026 1,376 1,732

国県等補助金 611 1,057 1,170

本年度差額 18 ▲26 ▲25

無償所管換等 3 15 15

▲0

その他 - - -

本年度純資産変動額 20 ▲11 ▲10

本年度末純資産残高 6,886 7,175 7,222

比例連結割合変更に伴う差額

科　　目

（単位：億円）

一般会計等 全体

【業務活動収支】 (A) 98 136

業務支出 人件費、物件費、移転費用等 1,605 2,947

業務収入 税収、国県等補助金収入 1,703 3,084

臨時収支 災害復旧事業費等 - ▲1

【投資活動収支】 (B) ▲95 ▲119

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金等 136 197

投資活動収入 国県等補助金収入、資産売却収入 41 78

【基礎的財政収支】 (A)+支払利息+(B(基金除き)) ▲6 17

【財務活動収支】 (C) ▲21 ▲37

財務活動支出 地方債償還支出等 129 181

財務活動収入 地方債発行収入等 107 144

本年度資金収支額 (D)＝(A)+(B)+(C) ▲18 ▲20

前年度末資金残高 (E) 96 252

比例連結割合変更に伴う差額　(F)

本年度末資金残高 (Ｇ)＝(D)+(E)+(F) 77 232

本年度末歳計外現金残高 (H) 10 10

本年度末現金預金残高 (I)＝(G)+(H) 87 242

科　　目
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